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Material Flow Analysis of Aluminum Dross and Environmental Assessment for Its Recycling
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Approximately 400,000 tons per year of aluminum dross (Al dross) are generated during a melting process of aluminum
metal in Japan. The Al dross and the residue, which have high concentration of metallic Al, are mostly used as an Al resource for
Al production or as a deoxidizer in the steel industry. On the other hand, the residue with the Al content is less than 20, is
difficult to be recycled and is therefore land filled.
This paper deals with (1) a material flow analysis (MFA) of the domestic Al dross in order to achieve clear targets for recy-
cling of Al dross and residue, and (2) an environmental assessment of newly developed technologies for its recycling, such as the
process of hydrogen production from residue.
The result of material flow analysis on the domestic Al dross in 2003 shows that 2.344×105 t of aluminum is recovered and
2.150×105 t of residue is generated from the dross. The residue is mostly used in the steelmaking process, whereas 5.0×104 t of
residue is landfilled in the final disposal site. As the result of the environmental assessment through the material flow, there is a
possibility of reduction of CO2 emission and waste emissions by using residue (Al content: 10) as a hydrogen resource, which is
presently landfilled.
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1. 緒 言
日本のアルミニウム産業は，素材製造業および加工業によ
り構成されている．日本では，アルミニウム新地金の大部分
をオーストラリア，ロシア等の世界各国から輸入しており，
国内では，スクラップを主原料とする二次地金が製造されて
いる．加工業は，これらの地金を加工する板製造業，押出製
造業，はく製造業等の各業種により構成されている．近年，
二次地金およびアルミ製品(圧延品，鋳造品，ダイカスト品
など)の生産が増加しており，その溶解工程から発生するア
ルミドロスが廃棄物管理の視点から注目されている．
Fig. 1 は，経済産業省の統計1)および日本アルミニウム協
会の資料2)を参考に作成した二次地金およびアルミ製品の生
産量の推移である．2003 年におけるアルミ二次地金の生産
量は 1.2577×105 t であった．一方，一次地金および二次地
金を原料として，2.3839×105 t の圧延品，3.931×105 t の鋳
造品，および，8.698×105 t のダイカスト品が製造された．
また，これに伴い年間 4×105 t 程度のアルミドロスが副産
物として発生しているとされている．
金属アルミ含有量の高いドロスおよびドロス搾り灰(以
下，灰と記述)は，アルミニウム産業におけるアルミ原料，
および，鉄鋼業における脱酸剤等として，有効に利用されて
いる．一方で，金属アルミ含有率が 20以下の低品位の搾
り灰は，リサイクルが困難であり，埋め立て処分されてい
る．この埋め立て灰中には，Al の他に，AlN, Al4C3, Al2S3,
メタル回収工程で添加されるフラックス由来の塩素，フッ素
成分が含まれており，水分と反応して，NH3, H2, CH4，お
よび H2S 等のガスを発生する．このため，灰の処理には十
分な管理が必要であり，その費用は，1 t あたり 23,000 円程
度3)と言われている．これらの理由から，アルミニウム産業
において，これらのドロスおよび灰の廃棄物処理・リサイク
ルは，廃棄物管理および廃棄物政策上重要な課題である．し
かしながら，灰を含めたアルミドロスのマテリアルフロー
は，十分には明らかとなっていない．
本研究では，アルミドロスのリサイクル対象を探すため
に，日本におけるアルミドロスのマテリアルフロー分析
(MFA: Material flow analysis)を実施すると共に，新たな
2Fig. 1 Production amounts of aluminum ingots and aluminum products.
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るリサイクル技術として，アルミドロスおよび灰からの水素
製造技術の環境負荷評価を実施する．
2. マテリアルフロー分析(MFA)
2.1 評価方法
現在，鉄および非鉄金属など様々な分野において，効率的
な資源循環の促進のために，リサイクル資源を含めた資源需
給の把握が求められている．アルミドロスのマテリアルフ
ローについては，日本軽金属協会(現 日本アルミニウム協
会)が，1994 年のアルミドロスのマテリアルフローを示して
いる35)．しかしながら，アルミ地金およびアルミ製品の生
産量が増加している現状を反映しているとは言いがたい．
物質フロー分析(MFA: Material flow analysis/SFA: Sub-
stance flow analysis)は，ある特定の対象範囲(国，地域，産
業など)の物質収支を定量化し分析する手法である．日本に
おいて MFA は，精力的に実施されており，国の指定統計や
独自の調査などに基づき石油天然ガス・金属鉱物資源機構
(JOGMEC)や大学などの研究機関において実施されてい
る6,7)．世界的には，Brunner らは，MFA の歴史と展望を紹
介している8)．また，Graedel ら9,10)は，各種金属の MFA を
実施すると共に手法開発を進めており，Wuppertal11) 研究
所では，材料の利用に伴う資源フローの推計を実施してい
る．本研究では，アルミドロスの MFA を実施する事によ
り，ドロスの需給実態の解明を行うと共に，リサイクル対象
の抽出を目指す．
2.2 データ
溶解炉から掻き出された直後のドロスは，『ホットドロス』
と呼ばれ，7585程度の金属アルミを含有している．この
ドロスからの金属アルミの回収は，アルミ産業とドロス処理
業者により実施されている．金属アルミ含有率の高いドロス
および灰は，アルミ回収用途，および，鉄鋼業における脱酸
剤として利用される．一方，低品位の灰は，埋め立て処理さ
れている．
Fig. 2 に，軽金属協会の推計手法を参考に推計した 2003
年のアルミドロスフローを示した．また，Table 1 に推計根
拠を示した．
推計にあたり，アルミ地金およびアルミ製品の生産量
は，経済産業省の統計1)および日本アルミニウム協会の資
料2)を参考にした．また，溶解工程の歩留り，溶解工程
におけるドロス発生率，冷却ドロス発生率，アルミ回収
工程(アルミ産業)における高品位灰発生率，アルミ回収工
程(アルミ産業)における金属アルミ回収率，アルミ回収工
程(アルミ産業)における灰発生率，アルミ回収工程(ドロ
ス産業)における金属アルミ回収率，アルミ回収工程(ドロ
ス産業)における灰発生率は，日本アルミニウム協会の資
料3)を参考にした．セメント産業における灰の利用量および
灰の埋め立て処理量については南波らの資料12)を参考にし
た．また，2003 年の鉄鋼業における灰利用量については得
られなかったため，日本アルミニウム協会の資料13)より
2005 年の値を用いた．なお，ヒアリング調査によると，
2003 年においても 2005 年と同等程度の需要があったと得
られた．
2.3 評価結果
Fig. 3 は，日本のアルミドロスフローの推計結果である．
2003 年におけるアルミドロスからの金属アルミ回収量は
2.344×105 t であり，それに伴う灰の発生量は 2.150×105 t
であると得られた．灰の大部分は，鉄鋼業において利用され
3Fig. 2 Estimation chart for aluminum dross flow chart.
Table 1 Remarks for estimation of aluminum dross flow chart.
Remarks
(a) Production amounts of aluminum products Ref 1), 2)
(b) Yield ratio in melting furnace Ref 3) pp. 107
(c) Melting amount in aluminum melting furnace estimated from (a) and (b)
(d) Dross generation ratio in melting furnace Ref 3) pp. 132
(e) Amount of total dross estimated from (c) and (d)
(f) Cooled dross generation ratio in melting furnace Ref 3) pp. 11
(g) Amount of cooled dross estimated from (e) and (f)
(h) Amount of hot dross estimated from (e) and (f)
(i) Highgrade residue generation ratio in recovery process in aluminum industry Ref 3) pp. 11
(j) Al metal recovery ratio in recovery process in aluminum industry Ref 3) pp. 11
(k) Residue generation ratio of recovery process in aluminum industry Ref 3) pp. 7
(l) Amount of highgrade residue estimated from (h) and (i)
(m) Amount of Al metal recovered in aluminum industry estimated from (h) and (j)
(n) Amount of residue generated in recovery process in aluminum industry estimated from (h) and (k)
(o) estimated from (g) and (l)
(p) Al metal recovery ratio in recovery process in dross industry Ref 3) pp. 18
(q) Residue generation ratio of recovery process in dross industry Ref 3) pp. 11
(r) Amount of Al metal recovered in dross industry estimated from (o) and (p)
(s) Amount of residue generated in recovery process in dross industry estimated from (o) and (q)
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ており，埋め立て処理量は 5.0×104 t であると得られた．な
お，図中において，回収プロセスでは，マテリアルバランス
が満たされていない．これは，溶解工程における酸化および
窒化によるものであると考えられる．
3. 環境負荷評価
3.1 評価方法
ライフサイクルアセスメント(LCA: Life cycle assess-
ment)は，製品システムから発生する環境負荷を評価するた
4Fig. 3 Estimated material flow chart of aluminum dross (2003).
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めの手法として利用されている．近年，LCA は，製品シス
テムの評価手法としてのみならず，リサイクルシステムやエ
ネルギーシステムなどの社会システムの評価手法として注目
を浴びている．2006 年に開催された第 7 回エコバランス国
際会議(ICEB7)では，ライフサイクル思考に基づいた将来
社会システム設計のためのシステム思考が議論され，LCA
手法についての活発な議論が交わされた．
本研究では，著者ら14)が提案している『マルチファンク
ションユニットシステム LCA』手法を利用して，アルミド
ロスリサイクルシステムの環境負荷評価(CO2 排出量および
廃棄物発生量)を実施した．マルチファンクションユニット
システム LCA は，マトリックス型 LCA15) に基づく評価で
あり，オープンループリサイクルシステムや複数の製品を製
造する複合システムの評価を目的として開発された手法であ
る．
3.2 前提条件およびデータ
アルミニウムの水酸化反応を利用した水素製造技術が『本
庄・早稲田地域での G 水素モデル社会の構築』事業(環境省
地球温暖化対策技術開発事業)16)において開発されている．
本研究では，この技術を取り上げ，アルミドロスおよび灰の
リサイクル技術としての水素製造技術の環境負荷評価を実施
する．
本研究では，基準シナリオおよび以下の 3 つの水素製造
シナリオを設定して評価を実施した．
(s0) 既存システム(基準シナリオ)
(s1) アルミ産業におけるアルミ回収用ドロス搾り灰(Al
含有率44)を利用した水素製造システム
(s2) 鉄鋼業における脱酸剤用ドロス搾り灰(Al 含有率
38)を利用した水素製造システム
(s3) 埋め立て処理されていた搾り灰(Al 含有率10)
を利用した水素製造システム
なお，いずれのシナリオにおいても，3.647×106 t のアル
ミ製品， 1.105×109 t の粗鋼，および， 1 GWh の電力を機
能単位とした．
Fig. 4 は，評価対象システムの概略図である．評価対象シ
ステムは，アルミ製品製造，アルミドロス処理，鉄鋼
生産，水素製造および燃料電池による発電，発電，そし
て，廃棄物処理，により構成される．
評価に際して，インベントリデータは，以下の文献を参考
にした．については，日本アルミニウム協会の資料17)お
よび産業環境管理協会の資料18)を，については，経済産
業省(METI)の資料19)を，については，電気事業連合会の
資料 20)を，については，新エネルギー・産業技術総合開
発機構(NEDO)の資料21)を参考にした．また，および
については，ヒアリング調査などを参考にした．なお，燃料
電池の発電効率は 30(HHV高位発熱量)と仮定した．水
酸化アルミニウム(Al(OH)3)およびアンモニア(NH3)が水
素製造プロセスの副産物として発生する．これらの回収され
た副産物の環境負荷は，既存製品と同等と仮定して，“マテ
リアルとしてのシステムの拡張”22)に基づき控除した．なお，
Al(OH)3 製造の環境負荷は JEMAI の資料23)を，NH3 製造
の環境負荷は NEDO の資料24)を参考にした．
シナリオ 1 およびシナリオ 2 では，灰の利用に伴い機能
5Fig. 4 Simplified illustration of target system.
Fig. 5 Environmental effect of Al dross recycling system.
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6Fig. 6 Environmental effect of Al dross recycling system (CO2 emission).
Fig. 7 Environmental effect of Al dross recycling system (Waste).
日 本 金 属 学 会 誌(2008) 第 72 巻
単位を満たすためにアルミ製品用途および脱酸剤用途として
新たなアルミ原料が必要となる．評価に際して，シナリオ 1
およびシナリオ 2 において，必要となるアルミニウム原料
は，新地金により供給されると仮定した．
3.3 評価結果
Fig. 5 は，水素製造技術を利用したアルミドロスおよび灰
のリサイクルシステムの環境負荷低減効果である．既存シス
テム(基準シナリオ)に比べて，灰(Al 含有量10)を水素
原料として利用(シナリオ 3)する事により，5.1×103 tCO2
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の CO2 排出量の削減，2.7×103 t の廃棄物量の削減効果が期
待できると得られた．一方，基準シナリオに比べて，シナリ
オ 1 およびシナリオ 2 では，CO2 排出量および廃棄物量と
もに増加する事が示された．
Fig. 6，および，Fig. 7 に，CO2 および廃棄物量を部門別
に示した．Fig. 6 に示すように，CO2 排出量については，ア
ルミ製品製造プロセスの負荷が，シナリオ 1(94.8)および
シナリオ 2(92.9)において最も多い事が明らかとなった．
また，Fig. 7 に示すように，廃棄物量については，シナリオ
3 では，灰の最終処分量の控除(95.3)が最も多い事が明ら
かとなった．
4. 結 論
本研究では，アルミドロスのリサイクル対象を探すため
に，日本におけるアルミドロスの MFA を実施すると共に，
新たなるリサイクル技術として，アルミドロスおよび灰か
らの水素製造技術の環境負荷評価を実施した．本研究におけ
る主な結論を以下に示す．
 2003 年において，日本では，アルミドロスから
2.344×105 t の金属アルミが回収され，2.150×105 t のドロ
ス搾り灰が発生していると得られた．また，灰の大部分は，
製鋼プロセスにおいて有効利用されており，5.0×104 t の低
品位の灰が最終処分されていると得られた．
 既存システムに比べて，灰(Al 含有率10)を利用
した水素製造により，5.1×103 tCO2 の CO2 排出量の削減，
2.7×103 t の廃棄物量の削減効果が期待できると得られた．
本研究は，環境省 地球温暖化対策技術開発事業『本庄・
早稲田地域での G 水素モデル社会の構築』事業における研
究成果の一部である．また，評価に際して，多大なご助言を
頂きました日軽産業株の南波正敏氏，および，社日本アルミ
ニウム協会の井波隆夫理事に深く感謝いたします．
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